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河川環境整備について
河川環境整備の概要

水 環 境

【河川の水質改善】
浚渫、浄化施設整備
浄化導水 等

自然再生

水辺整備

総合水系
環境整備事業

【生物生息環境の創出】
魚道整備、湿地再生
河畔林整備 等

【水辺空間の利活用推進】
河川管理用通路
親水護岸整備 等

整備前 整備後

整備前 整備後

整備前 整備後



○河川に係る環境整備の便益は、事業実施によって変化する効用を貨幣換算化したもの

としてとらえる。

参考 『河川に係る環境整備の経済評価の手引き※［平成22年3月（平成28年3月一部改定）］』

便益＝ ＷＴＰ（支払い意思額） × 受益世帯数 × 評価対象期間

ＷＴＰ（支払い意思額）： アンケート調査により事業実施の有無の効果に対する支払い意思額を調査

受益世帯数 ： 予備調査により、受益範囲を設定し、範囲内の世帯数を算定

評価対象期間 ： 整備期間＋50年間

○河川環境は、複数の環境要素によって形成されており、水辺の散策のような利用価値

や貴重な自然環境のような非利用価値があるため、このような利用価値、非利用価値を

一括して評価可能なＣＶＭ（仮想的市場評価法）を採用

ＣＶＭ（仮想的市場評価法）

費用対効果分析の基本的な考え方
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（１）河川に係る環境整備の評価手法



事業の選定（２）費用便益比の算出方法

・予備調査の実施
・適正な本調査手法の選定
・受益範囲の設定

本調査の実施（CVM）

総便益（B）の算定
評価対象期間：整備期間＋50年間

現在価値化の基準時点

：評価時点

社会的割引率：４％

残存価値：評価期間終了時の

現在価値化した建設費の10%

整備期間と投資計画の想定

総費用（C）の算定

評価対象期間：整備期間＋50年間

現在価値化の基準時点

：評価時点

社会的割引率：４％

経済性の評価

費用便益比（B／C）

費用対効果分析の基本的な考え方
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